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変わる時代 変わらぬ信頼
“新しい”を切り開く

ＮＨＫビジネスクリエイト

経 営 計 画
（2021－2023年度）

※本計画は、社会・経済情勢の変化などに応じ見直します。
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1.  基本的な考え方

2

NHKビジネスクリエイトは、NHKグループの放送・インフラ・事務の3つの部門にかかわるマネジメントなどの実務を担ってきました。いま、受信
料の大幅な減収が見込まれ、NHKグループ全体として改革が求められる中で、NHKビジネスクリエイトは、こうしたマネジメント機能に特化した専
門集団としてNHKグループを支え続ける、最も信頼される存在でなければなりません。私たちはグループ全体のマネジメントの最適化に必要な、よ
り質の高い支援を提供する集団となることを目指して「2021－2023年度NHKビジネスクリエイト経営計画」を策定しました。

この経営計画では効率的な会社運営を目指し従来業務に検討を加え、業務プロセスの見える化、スリム化を進めるとともに、IT等も活用し業務コ
ストの削減に挑戦します。また効率的な体制づくりと会社内のパワーシフトに取り組み、人材の活用を進めます。このような活動を通して生み出した
力を活用し「スリムで強靭」を掲げるNHKおよびNHKグループ各社の事業運営を強固にサポートします。

2020年9月から始まり16年間に及ぶ放送センターの建替は、グループ全体で取り組むべき課題も多く、NHKビジネスクリエイトも全事業部を
挙げて支援します。また地域に貢献する地域放送局の新たな業務展開にも、本社および地域7支社が拠点放送局と協力しながら、質の高いサポー
トを行います。さらに第一共同ビルの建替計画に本格的に取り組むとともに、高機能で省スペースな新時代のワークスタイルに即したオフィスの提供
を目指します。こうした施策を通じNHKやNHKグループをいっそう強く支援します。

今回の経営計画は、現在の延長線上で将来を考えるのではなく、未来を起点に事業を考え、今、取り組むべき事柄を提示するものです。それを
実行し実現していくのは社員です。そのため社員を大切にし、一人ひとりが輝ける組織を目指します。“人財”育成を強化し専門能力の向上を図りま
す。新型コロナウイルス感染症を契機とし、様々なITを生かし、テレワークの推進など働き方改革を加速します。引き続きコーポレートガバナンス、内
部統制の強化を行うとともに、人にも環境にもやさしい持続可能な会社を目指します。

私たちは、自らの変革が求められる中、NHKの今後の方向性を見据えながら、柔軟な発想で進化し続けたいと考えます。そのために必要なのは、
視聴者および公共メディアに携わるすべての人からの信頼と、我々一人ひとりの挑戦です。NHKビジネスクリエイトはNHKグループを支える中核の
企業として、新しい一歩を踏み出します。

1.  基本的な考え方
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2.  4 つの重点方針

①マネジメントの専門集団としてNHKグループ業務への深い知見と信頼を活かし、 
NHKが実現を目指すスリムで強靭な体制づくりに貢献

②安全・安心な業務環境の提供などNHKグループ改革に積極的に寄与

③NHK業務への支援
・放送センター建替への支援
・次期事務系システム開発への支援
・地域放送局の新たな業務展開を積極的に支援

④NBC全社で業務コスト削減に挑戦
・業務プロセスの見える化、IT活用などにより仕様・制度・実施体制の見直し、コスト削減を実現
・NHKの業務改革、制度改革を積極的に提案する業務スタイルの確立
・見直しにより生み出したパワーを活用し、NHKがめざす「スリムで強靭」な事業運営に貢献

公共メディアの使命達成に向けた貢献1

2.  4つの重点方針
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①時代に即した高機能で省スペースなオフィスの提案と供給

②シェアードサービスの充実

③NHKグループ人材バンクの充実

④内部統制支援サービスの継続

①柔軟な仕事の選択・人生設計を可能にする人事制度の導入
・異動による人材の育成と活用
・社内留学制度の制定と活用
・リカレント教育など、新たなキャリア形成のための仕組み作り

②マネジメント力・専門能力の向上に資する研修の強化と異動の活用
・トレーニングカレッジのブラッシュアップ
・専門能力向上を目的にした外部講習・研修の活用

③ダイバーシティの推進

NHKグループの事業運営への貢献

多様な働き方に対応した人事制度の導入

2

3
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①コンプライアンスの徹底

②セキュリティと効率性を念頭に、ITを活用した業務改革の推進
・リモートワークの推進と定着
・DX化の動向を見据えながら業務のデジタル化、ペーパレス化を推進
・堅牢なITセキュリティの構築とIT活用推進体制の強化

③CSR活動等の推進を通じた社会貢献
・スペシャルオリンピックスへの支援を継続

経営基盤の整備・充実4

2.  4 つの重点方針
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印刷・記念品事業
〇ワンストップサービスの拡充や品質の確保、生産性の更なる向上によるコストの削減など、的確な業務運営により顧客ニーズに対応します。
〇柔軟な要員配置により、受注量の変化に対応できるスリムで柔軟な業務体制を構築します。
〇DFS（保存文書の電子化）事業の確実な実施に加え、放送センター建替を機とし、NHK本部各部局、地域放送局、NHKグループが保存する資料の利
活用に向けた支援を強化します。

〇FSC（森林管理）認証に則った紙を使用し、持続可能な森林の利用と保護を進めます。
〇NHK各部の要望に沿った放送記念品の開発・選定により、NHKへの理解・親しみがより深まる放送記念品を提供します。

編成事業
〇地域局編成プログラムの作成業務支援について全放送局への業務委託拡大を見据え、業務フローの徹底した効率化と安定運用の両立を目指すとともに、
地域局の事務部門改革にも貢献していきます。

〇2021年度に延期された東京オリンピック・パラリンピックを始めとし、新しいNHKらしさを追求した放送・デジタルサービスをプログラム作成や外部発表、安
定運行などの面から支え、NHKサービスの質の向上を目指します。

〇放送波の整理・削減、運行体制の効率化、デジタル関連の業務拡充など、NHKの業務改革の動向を適切に見定め、“公共メディア”NHKの放送・デジ
タル業務を支える専門性を培い、サービスの安定供給に寄与します。
〇音楽・図書資料業務のあり方を常に検証し、番組制作に資するサービスを追求するとともに、新放送センター建設に向けた資料保管の方向性の策定に取り
組みます。

放送車両事業
〇安全・正確な車両運行を基本に、災害や緊急報道に総力をあげて取り組みます。
〇BS4K・8K放送に伴い大型化する中継車に対応し、的確な支援を行います。
〇IP通信網の発達など環境の変化に対応した車両運行を通して、NHKの使命達成に貢献、安定した放送サービスにつなげます。
〇放送センター建替に伴う駐車場整備や車両動線確保など、NHKと連携し適切に対応します。2020年度開始した足立SHV中継センターの円滑な業務推
進に寄与し、運行デスク、整備士の常駐を継続します。

放送支援部門

3.  事業ごとの取り組み

3.  事業ごとの取り組み
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テナント事業
〇老朽化が進む第一共同ビルの建替計画にNHK出版との共同事業として2021年度から本格的に取り組み、NHKと緊密に連携して着実に計画を推進します。

〇新しい共同ビルは、コロナ禍の中で広がる新たなワークスタイルやオフィス改革の動きを踏まえ、会議室やネットワーク環境などのインフラ共有化による無駄が
なく利便性の高いオフィスを目指します。

〇NHKと全関連団体でつくるオフィス・スペース協議会を通じてオフィスの在り方について検討を進め、新しい共同ビルを核に関連団体のオフィス再配置やス
ペースの効率化、グループとしての経費削減に寄与します。

局舎管理事業
〇事業部をあげて、東京オリンピック・パラリンピックや北京冬季オリンピック関連業務へ的確に対応します。特に、防災センターの体制を強化しセキュリティの
確保に万全を期します。

〇16年間に及ぶ放送センター建替関連業務を積極的に支援するとともに、工事中の安全管理と警備強化の徹底を図ります。

 また、工事完成に向けて増加する業務に対応するため現行業務のあり方について、委託元との協議を進めます。

〇業務フローを継続的に見直し、より効果的・効率的な業務運営に努めます。また、協会が進めるDX化に連携して取り組み、更なる質の高いサービスの提供
に努めます。

〇放送センターの高度な業務に対応するため、NHK仕様の業務に対応できる人財の育成を進め、様々なセキュリティの高度化・多様化に対応します。また、
経験豊富な再雇用者を活用し効率的に業務を遂行します。

技術事業
〇放送機能の維持に直結する電力環境業務の担い手として、NHK放送センターのインフラ設備の機能維持と安定運用を着実に実施します。

〇東京オリンピック・パラリンピックや北京冬季オリンピックなど大規模イベント工事、センター内各種インフラ工事において、支援サービスの充実・強化により売
上の確保に努めます。

〇放送センター建替工事期間中、既存センター建物を安定運用するために電気・空調・給排水、電話、共聴設備などのルート変更工事の検討を行い、工事
の円滑な実施に向けて業務体制の見直しや技術要員の育成に取り組むとともに、IT化を推進します。

〇環境経営などNHKの進める業務改革に、適切に対応します。

インフラ支援部門

3.  事業ごとの取り組み
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千代田支社
〇報道取材拠点としての機能を維持し放送センターのバックアップ体制を備えるために、老朽化する会館設備の補修、更新を計画的に進めます。

〇東京オリンピック・パラリンピックでは、利便性の良い拠点であることを踏まえ、会館の施設や設備、駐車場スペース等の有効活用を通して、協会業務を支援
します。

〇2023年4月に予定されている警備・防災業務の実務の外注化に向けて、円滑な業務移行に取り組みます。技術業務においてもNHKの業務改革に合わせ
た検討を進めます。

技研支社
〇多様かつ重要な機能を有する、技研ビルの総合的な管理・運営を通じて、設備の安定運用と施設の安全管理を徹底し、全ての利用者に安全・安心・快適
を提供するよう努めます。

〇竣工後20年が経過し、建物の改修および設備更新時期を迎えている技研ビルの工事を確実に実施し、機能維持と研究・開発環境の維持・向上に貢献し
ます。

〇2022年4月の警備・防災業務の実務外注化に伴い、円滑な業務移行に取り組みます。

青山荘
〇青山荘施設における安全・安心・快適な環境を提供します。

〇長期にわたる放送センター建替や東京オリンピック・パラリンピックや北京冬季オリンピックなど特別な利用へ適切に対応します。
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人材派遣・字幕関連事業
〇NHKおよびNHKグループへ適切な人材を提供するために立ち上げた、「NHKグループ人材バンク」の登録者数を2023年度末には500人規模になるよ
うに充実させ、多くの取引で培ってきたマッチング力を活かし、最適な人材を紹介します。

〇字幕放送における字幕制作オペレーション業務では、災害や事件・事故等の緊急時にも即座に対応し、すべての人に「安全・安心」と「正確、良質で多
様なコンテンツ」を届けるNHKの役割を支援します。

調達・管財事業
〇調達事務業務がNBCに完全に移行した今、NHKの業務コスト削減に資するため、専門性を発揮するとともに公正・透明な調達と適正な資産管理をいっそう
徹底し、調達・管財業務の品質向上と組織力の強化に努めます。

〇制度見直しを含め、NHKの業務省力化・簡素化提案を継続し、効率的な業務実施を図ることにより、働き方改革の推進につなげます。

〇NHKの地域改革を積極的に支援します。地域支社を含め、専門能力の高い人材の育成に取り組み、組織力向上を図ります。

総合事務センター
〇NHKグループ全体への事務支援を一層充実・強化するとともに、RPA化などを推進し、業務を効率化します。

〇次期事務系システム導入に向けて、制度の見直しやシステムの要件定義等について、様々な提案や提言を行います。またNHKの事務部門改革にも積極
的に関わっていきます。

〇個々人の能力を一層向上させるための、人財育成施策やキャリアパスを策定・実施します。また、社員を中心とした総合事務センターの業務体制の確立に
向け、管理職・デスクを対象としたマネジメント力をさらに向上する施策を行うなど、意識改革を推進します。

地域支社
〇2020年9月に全面委託となった「調達事務業務」の着実な業務遂行と早期の安定運用を目指します。

〇「包括契約」の利点を活かした新しい業務推進のあり方について検討を進めます。

〇地域支社の安定的な運営に向け、社員・契約社員の育成をすすめるとともに、業務体制の在り方について検討を進めます。

事務支援部門

3.  事業ごとの取り組み
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（単位：億円）

区 分 2021年度 2022年度 2023年度

売 上 高 101 99 98

当期純利益 ▲  1 ▲  3 ▲  5

（単位：億円）

区 分 2021年度 2022年度 2023年度

設備投資額 1 7 1

※収支計画および設備投資計画は、社会・経済情勢の変化等に応じ見直します。

5.  設備投資計画

4.  収支計画

4.  収支計画／ 5.  設備投資計画

3か年経営計画は、第一共同ビル建替計画による特別償却費や既存建物解体費等の増加を見込み、下表の当期純利益を計画
しています。
なお、当期純利益は繰越利益剰余金でてん補します。
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